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2020 年 11 月 12 日検索）。この言説が，危機を馴致しようとする固有の意味をともなって現れた
のは，リーマンショック後のアメリカに関する記事（「アメリカ再生への道　上」日本経済新聞
朝刊，2009 年 10 月 17 日）である。そこには，「米経営者は危機前とも危機下とも異なる『新し
い日常』に向き合い始めた」との表現が見られる（8）。
　また，同言説は東日本大震災に関する記事（「変わる日常　311」日本経済新聞朝刊，2011 年 5





の必要があると思われる」）（同紙プレスリリース，2011 年 5 月 31 日）。
　こうした言説が COVID-19 パンデミックのなかで登場するのは，ドイツの状況を紹介した記
事（「独，経済規制を緩和，小・中店舗再開，飲食店は見送り。」日本経済新聞夕刊，2020 年 4
月 16 日）が初出である（9）。これ以降，「新しい日常」言説は計 104 本の記事に登場する。東京都




ビジュアル，2020 年 11 月 14 日検索）。時系列で見ると，非日常を笑いや何気ない充足感などの
様々な技法によって日常へと置き換えようとする様子が明確になる。
　　 「新しい日常 　ソースのつけ方―大阪人」（春日部・良ちゃん）
 （朝日新聞朝刊，2020 年 6 月 4 日）
　　 「〔…。〕コロナ禍で読んだ思い出も絵本に織り込まれたように思う。第 2 波の不安はあるけ
れど，新しい日常の中で子どもたちの日々の成長や笑顔を両親に見守ってもらいたいと思
パンデミックと「新しい日常」6
う。」（牧野恵梨子） （朝日新聞朝刊，2020 年 6 月 19 日）
　　 「〔…。〕緊急事態宣言は解かれたが油断はできない。だが，〔偶然遭遇した結婚式との〕あの
出会いから私は少しずつ前向きに新しい日常を過ごせるようになってきた。」（曽我節子）
 （朝日新聞朝刊，2020 年 7 月 8 日）
　　「新しい日常にまだ慣れませんエアハイタッチやエア握手など」（富谷英雄）みちのく歌壇
 （朝日新聞朝刊，2020 年 8 月 15 日）











































　以上の不安に関して，「第 40 回勤労者短観（2020 年 10 月 1 日〜5 日調査実施）」（連合）の一
次集計結果（12）（n=4,307）を検討しよう。同調査（勤労者の仕事と暮らしについてのアンケート
調査）には，感染不安以外に，仕事面での不安と生活面での不安の 2 点について質問項目がある














況の長期化・深刻化」（16.6 % → 23.5％）であり，次いで「新しい生活様式による社会の変化」






























　さらに，「過去 1 年間の賃金年収」でも見てみよう。「400〜600 万円未満」を除いて，すべて
において「不況の長期化・深刻化」が不安の第 1 位を占めるが，「新しい生活様式による社会の
変化」が相対的に上位に来るのは「100 万円未満」と「800 万円以上」においてであり，ともに





















































































































　より広くケアの領域について考察するならば，N. フレイザーが COVID-19 パンデミック当初
























































（ 1 ） 言説を中心に分析するとはいえ，第 3 節で明示する通り，本論文は構築主義の立場を採る訳ではな
い。むしろ，人的被害と社会経済上の甚大な被害を前提としたうえで，社会秩序の再形成可能性をめ
ぐる闘争の場を描き出すために，本論文は言説に注目する。
（ 2 ） POSSE（2020）によると，リーマンショック時に雇用の受け皿となりえた「飲食店などのサービ
ス業」こそが，コロナ危機の直撃を受け，「雇止め」等の不当労働行為が多発し，とりわけ非典型雇
用で働く女性たちがダメージを被っている。
（ 3 ） 政治的な左派が，感染症対策を優先する意図で「移動の自由」の制限を訴える逆説が指摘されてい
る。
（ 4 ） ユーロ危機に際して OMT 導入を決定した際の ECB 元総裁ドラギの発言（2012 年 7 月 23 日「ユー
ロを救うために ECB は何でもする」）と，国債の無制限買い入れを決定した金融政策決定会合（2020
年 4 月 27 日）後の記者会見での黒田日銀総裁の発言（「非常に危機的な状況にあることを十分認識し
ながら，中央銀行としてできることは何でもやる，最大限やる。」）との類似性を想起されたい。
（ 5 ） 金融緩和政策の是非に言及しているわけではないが，大田（2020）によれば，黒田日銀の量的質的
金融緩和（QQE）は，白川日銀と比較して，米国の金融市場において投機を惹起していたとのこと
である。






（ 7 ） ここで新聞記事の検索対象を日経各紙にしているのは，本学図書館から使用可能な新聞記事データ
ベース（朝日新聞，日本経済新聞，読売新聞）のうち，日経テレコンがデータベースの規模において
相対的に大きいと考えられるためである。各データベースの収録記事数は，公式 HP によると，日経





（ 8 ） 実際，「ニュー・ノーマル（新常態）」言説はコロナ禍で初めて登場したものではなく，日本語文献




（ 9 ） 「パンデミック」という日本語表現自体近年のものであり，新型インフルエンザの流行に際して用
いられ始めたものである。読売新聞では 1996 年 3 月 6 日の記事（「「パンデミー」（地球的流行）」）が
初出であり，日本経済新聞では鳥インフルエンザをめぐる 2004 年 1 月 28 日の記事（「パンデミック
と呼ばれる爆発的な大流行」）が初出，朝日新聞では同じく鳥インフルエンザ関連の 2005 年 7 月 8 日
の記事（「世界的流行（パンデミック）」）が初出である（以上 3 紙の各データベースで 2020 年 11 月
7 日に検索）。






保険界は愈恐慌」，『報知新聞』1919 年 2 月 24 日），神戸大学経済経営研究所 新聞記事文庫・報知新
聞　生命保険（2-107）（3-117）。
（10） ただし，これら 3 種の言説は各記事を概観することによって得られたものであるため，さらに各記
事に即してテキストマイニング等によって精査する必要がある。
（11） 労働政策研究・研修機構は新型コロナウイルス感染拡大以降，「4 月調査」（連合総研との共同研
究），「5 月調査（5 月下旬〜6 月初旬）」，「8 月調査」と連続パネル個人調査を行なっているが，「新し
い生活様式による社会の変化」という質問項目が登場するのはこの「8 月調査」のみである。
（12） 「8 月調査」と同じく労働政策研究・研修機構との共同研究だが，パネル調査ではない。
（13） ちなみに，「新しい生活様式による社会の変化」の順位は，「100 万円未満」で第 4 位（16.8％），
「100〜200 万円未満」で第 7 位（15.5％），「200〜300 万円未満」で第 5 位（15.9％），「300〜400 万円
未満」で第 5 位（17.8％），「400〜600 万円未満」で第 6 位（14.0％），「600〜800 万円未満」で第 5 位
（13.2％），「800 万円以上」で第 4 位（15.7％）である。
（14） 「社会なもの（the social）」については思想史上の研究蓄積が相当存在する。代表的なものとして，
市野川（2006）を参照されたい。
（15） 以下，日韓については，第 93 回日本社会学会大会日韓ジョイントセッション「covid-19 と社会」
の発表資料に依拠しているため，資料的制約があるだけでなく，二次資料という点で検証の余地が大
いにある。
（16） 労働力調査（2020 年 10 月分）によると，完全失業者は 215 万人（そのうち「勤め先や事業の都合
パンデミックと「新しい日常」16
による離職」が 45 万人）で，完全失業率は 3.1% に上昇している。また，雇用形態別で見ると，女性
非正社員（非正規の職員・従業員）が前年同月に比べて 53 万人の減少と，男性非正社員（33 万人の
減少）より打撃を被っている。また，新型コロナ関連の労災申請は医療・介護従事者が大半を占めて
いる（922 人中 811 人，2020 年 11 月 11 日現在，厚生労働省，NHK ニュース 2020 年 11 月 13 日）。
（17） もっとも，日銀の政井審議委員は記者会見で次のように述べている。「…物価の見通しの中心的な
値でも，見通し期間の最後の 2022 年になっても，2% の『物価安定の目標』に到達する絵が描けて
いない状況です。そういった中で，更なる金融緩和の長期化を前提として政策運営に当たる必要があ
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